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国民は農業・農家・農村を知らない
持っているのは、戦前の古い農業のイメージ
これを農業界は悪用、ウソが多すぎる

a. 農家所得の向上？
農家は貧しくないどころか、国民の平均所得をはるかに上回る。平均所得１千６百万の酪

農家や２千万の養豚農家の所得補填を国民は行っている。しかし、農家は貧しい、かわいそ
うという認識

b.  食料自給率の向上?
2５年も自給率向上の閣議決定を実現しないのに、農水省の誰も責任をとらない？
コメの消費を減少させ、麦の消費を増加させてきたのは誰？アメリカですか？

c. 食料安全保障？
主食の減産や大量の農地資源を転用・放棄してきたのは誰？

農政の目的は何か？
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１ヘクタールの米作に必要な農作業日数

1951年251日/年 ⇒ 2022年26日/年
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出所〉農林水産省『農業経営統計調査』
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露地・施設野菜
１１％

酪農・
肉用牛
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8出所：MAFF 生産農業所得統計、農業構造動態調査
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 “農業就業者や農家戸数が大幅に減少するのに、なぜ
農協の組合員は増加し続けるのか？”

 “農業就業者は農家に二人くらいいるはずなのに、今
ではその数が農家戸数を下回っているのはなぜか？”

 “食料自給率向上や食料安全保障を叫ぶ農政が、な
ぜ米の減産や水田の減少につながる減反を推進する
のか？”

 “農業が衰退するのに、なぜ農協は日本第二のメガバ
ンクに成長するなど、繁栄するのか？”

 “農業は衰退し、また、農業人口は減少しているのに、
なぜ農協は大きな政治力を持つのか？”



 「農村のほとんどの人は農家だ。」
 「農業人口が減るのは問題だ。」
 「農業の規模が小さくて、農業だけで食べていけないから、兼
業せざるを得ない。」

 「兼業農家が日本農業を支えている。彼らは、兼業収入を使っ
て、高額の農業機械を購入してまで、コメ作を継続している。兼
業農家がいなくなれば、農業生産は縮小し、食料安全保障は
確保できない。」

 「自然に影響される農業は、工業とは違う。だから保護が当然
だ。」

 「生協と同じように、農協は農家が自主的に作った農家のため
の組織だ。」

 「石油がなければ農業はできない。食料安全保障の主張は間
違いだ。」



 「食料自給率が40％を切っているということは、6割の食

料を海外に依存しているということだ。食料自給率は上げ
なければならない。」

 「関税がなくなると、農業は壊滅し、食料自給率は低下す
る。」

 「アメリカは食料を戦略物資として使う。だから高い関税で
国内農業を保護するのは、国民のために当然だ。」

 「輸出国に対して、輸出禁止などの行為を国際的に規制
することは、日本のような食料輸入国にとって重要だ。」

 「穀物の国際価格が上昇しているので、日本の食料安全
保障は危なくなる。だから農業保護を高めるべきだ。」



 「コンニャクの関税が2000％近いのは、多くの総理を輩
出している群馬県の政治力のためだ。」

 「農地が耕作放棄されるのは農家が高齢化しているから
だ。」

 「農業者が高齢化しているので、農業は人手不足にな
る。」

 「企業の方が農業を上手にできる。積極的に企業参入を
進めれば、農業は活性化する。」

 「規模拡大が進まないのは、先祖伝来の農地なので、零
細な農家が農地を貸したがらないためだ。」

 「日本の農業は、土地が少なく、規模も小さいので、アメリ
カやオーストラリアの農業とは競争できない。だから、関税
で保護して当然だ。」



 「規模を拡大しなくても、農業は付加価値を増やすだ
けで十分国際的に競争できる。」

 「日本の農業コストが高いのは、土地が少なく、その
価格が高いためだ。（農政の責任ではない。）」

 「規模の大きい農家は、化学肥料や農薬などをたくさ
ん使う近代的な農業を行っているのに対し、貧しくて
小さい農家は環境にやさしい農業を行っている。だか
ら、小農は保護しなければならない。規模拡大による
農業の効率化などとんでもない。」



 所得＝売上額（価格×生産量）ーコスト

～所得を上げようとすると、

①有機農産物への取り組みなどによって品質を上
げる、新しい需要を創出する等によって、価格を上
げるか、

②新市場を開拓する等によって、生産量を上げるか、

③肥料、農薬、機械等の低価格での購入、農場の
規模拡大、単位面積当たりの収量増加等によって、
コストを下げる←経営の差は主にコストに現れる
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トン当たりのコスト

コスト/ヘクタール

＝

収量/ヘクタール
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BC過程とM過程 

 

 

長期平均費用（Ｍ過程） 

 

短期平均費用（ＢＣ過程） 

 

生産量 

 コスト 

規模拡大 

単収向上 



 農業生産には、BC過程とM過程から構成されるという特徴
 BC過程とは、生化学的過程のこと。種子が成長して実をつけるという
肥料や農薬が重要な役割を果たす過程で、BCは生物学と化学の頭
文字。

 M過程とは、機械学的過程のこと。トラクター、コンバイン等を利用す
るもので、Mとは機械の頭文字。

 BC過程は１ヘクタールの面積でも100ヘクタールの面積でも変わる
ものではなく、農地の大きさとは無関係である。１ヘクタールのBC過
程で用いられる種子、肥料、農薬、水を100倍すれば100ヘクタール
のBC過程になるのであり、逆に言うと、100ヘクタールを100分の１
に分割すると１ヘクタールになる。（BC過程は分割可能という特徴。）

 これに対して、アメリカの２００ヘクタールの農場で高度な生産効率を
発揮する大型機械を日本の中山間地域の１０アールの圃場で使うこ
とはできない。（M過程は分割不可能という特徴。）

 M過程では農場の規模によって適正な機械が異なり、規模が大きく
なればなるほど、生産性は向上し、一生産物当たりの生産費は減少
する。工業と同じく、規模の経済が働く。



MAX利潤＝ PxQ-C(Q)
Qについて微分して利潤が最大となる条件を

求めると

P-C’ (Q)=0 

P= C’(Q)=MC
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 MAX利潤＝ PxQ（Fi)-∑Wi＊Fi
 生産要素Fiで微分し一階の条件を求めると

Wi＝P＊Fiの限界生産物、限界生産物逓減の法則
から、生産要素の価格Wiとその量Fiの関係も生産
物の需要曲線と同様、右下がりの曲線。

 Pが上昇すると、この派生需要曲線も上方にシフト。

 銀座の土地が高いからそこの喫茶店のコーヒーが
高いのではない。銀座のコーヒーが高いから銀座
の土地が高くなる。

 同様に、米価が上がると、地代も上昇する。



 “良いことであれば政府が助成すべき”というものではない。
しかし、多くの人は（霞が関の役人も含めて）そう考えてい
る。

 政府が介入するのは、市場が失敗するとき～公共財また
は外部経済効果
プラスの外部経済～補助等の支援による助長
マイナスの外部経済～課税や規制等による抑制
農業には常に外部経済効果（多面的機能）があるのか？

 費用便益分析が重要だが。

 多くの公共事業～多くの便益を無理やりこじつける一方。
コストを意図的に抑制（最終的なコストは当初予定を大幅
に上回る）



 

EUの農政改革 
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（図）関税か直接支払いか 

 

 

 

F 

S0 

 

 

Wp 

 

 

S″ 

So′ 

 

 

Q0 

 

H 

 

● 

 

● 

 S 

 

D 

 

● 

 

E 

 
Dp 

G 

 

Q1 Q2 

D 

 

S′ 

 

● 

 

P 

 

Q 

 

Ｉ 
● 

 

25



 多面的機能や食料安全保障という外部経済が農業保護の理由。それを
考慮した供給曲線がＳ′Ｓ0′である場合において、関税も直接支払いもな
ければ、トータルの余剰は□ＤＦＧＳに外部経済効果□ＳＳ′ＩＧを加えた
□ＤＳ′ＩＧＦとなる。関税によってＥ点で生産が行われる場合の余剰は、
△ＤＥＳ＋□ＳＳ′ＨＥ＝□ＤＳ′ＨＥ。

 外部経済効果がある場合でも、△ＥＨＦが△ＧＩＨよりも大きいときには、
関税で国内農業を保護するよりも、関税も直接支払いもない自由貿易の
方が、余剰が大きくなる。この時には、貿易の利益が外部経済効果を上
回る。貿易の利益△ＥＨＦは、内外価格差（EHに相当）が大きければ大き
いほど、需要の弾力性が大きければ大きいほど（この大きさはHFで測ら
れる）、大きくなる。

 最適な政策は自由貿易を行い貿易の利益を享受したうえで、直接支払
いを交付して外部経済効果を十分に発揮させる政策である。関税をゼロ
にするとともに、外部経済効果ＥＨ＝ＳＳ′に相当する直接支払いを交付
することによって、市場での供給曲線をＳ′Ｓ0′にシフトさせる場合には、
外部経済効果と直接支払いは相殺されるので、総余剰は消費者余剰△
ＤＷｐＦ＋生産者余剰△ＷｐＳ′Ｈ＝□ＤＳ′ＨＦとなる。
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項目 国 日本 アメリカ ＥＵ

生産と関連しない直接支払い × ○ ○

環境直接支払い △（限定した農地） ○ ○

条件不利地域直接支払い ○ × ○

減反による価格維持+直接支払
い（戸別所得補償政策）

● × ×

1000％以上の関税 こんにゃくいも なし なし

500－1000％の関税
コメ、落花生、

でんぷん
なし なし

200－500％の関税
小麦、大麦、バター、
脱脂粉乳、豚肉、
砂糖、雑豆、生糸

なし

バター、砂糖
(改革により

100%以下に引
下げ可能)

（注）〇は採用、△は部分的に採用、×は不採用、●は日本のみ採用
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 沖縄のサトウキビは本土のコメ（農家は防人？）

31

収入 所得・コスト

さとうきび農家の経営状況

肉用牛
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マンゴー
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葉タバコ
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にがうり
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パイナップル
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その他

22%

沖縄県の産出額割合(2022)

産出額計
890億円

出所：内閣府沖縄総合事務局『第50次沖縄農林水産統
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価格

量

国産小麦価格

輸入小麦価格

価格 関税

国内生産量　１４％ 輸入量　８６％

価格
↓

直接支払い

関税
↓
撤廃

関税を撤廃すると膨大な財政負担が生じるのか？

⇒ “膨大な財政負担”という主張は今“膨大な消費者負担”を

させているというのと同義

・・・実は、それ以上の消費者負担。


